




















会保障障がい保険 （Social Security Disability Insurance〔SSDI〕）」と「補足的
保障所得 （Supplemental Security Income〔SSI〕）」の効果、障がいを持つ人々
の権利保障と差別禁止を目的として制定された「障がいをもつアメリカ人法



















下の 4 つの段階に分けて考える（Cornell University Rehabilitation Research and 








〔WHO〕）の国際障がい分類（International Classification of Impairment, Disability 
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and Handicap〔ICIDH〕）も、概念的には、Nagi のモデルと類似している。












カの各種統計調査（Census2000, American Community Survey〔ACS〕, Current 
Population Survey〔CPS〕, National Health Interview Survey〔NHIS〕, Medical 
Expenditure Panel Survey〔MEPS〕, Panel Study of Income Dynamics〔PSID〕, 








　アメリカにおいては、18 歳から 64 歳の男女のうち障がいを持つ人々の割




年間中位所得は、2008 年に 32500 ドルとなっている。これは、障がいを持た
ない人々の中位所得の約半分の額である。また、障がいを持つ人々の貧困率は




（Haveman and Wolfe 2000）。
3．障がい者政策














と、そして、（3）社会保障税を支払った期間が 40 単位以上（1 単位は 3 ヶ月に
















（extended period of eligibility〔EPE〕）を設けている。試行就労期間とは、5 年
間のうち最大 9 ヵ月までは、勤労所得の月額が 720 ドルを超える月があっても、







　SSDI の受給者数は、1970 年には約 270 万人であったが、2009 年までに約
3 倍の約 970 万人にまで達している。これに応じて、SSDI への支出（運営費
等も含む）も、1970 年の 180 億ドルから、2009 年の 1240 億ドルまで増加した
（Dahl and Meyerson, 2010）。この間の受給者の特徴の変化として、平均年齢
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の低下、女性の割合の増加、精神障がいが占める割合の増加等が挙げられる








可算月収（countable income）が単身者で 637 ドル、2 人世帯で 956 ドルに満た











　SSI の受給者で稼得活動を行う者は、社会保障法（Social Security Act）第










　SSI の 65 歳未満の受給者は、2009 年には約 650 万人となっており、1989 年
と比べて 250 万人程増加している。また、総給付額は、2009 年で 3 億ドルと
なっている。ここ 20 年間の受給者の特徴の変化としては、18 歳未満の増加、
精神障がいが占める割合の増加が挙げられる（US House of Representatives, 









労チケット及び就労インセンティブ改善法（Ticket to Work and Work Incentive 








　以上、アメリカの 3 つの主要な障がい政策について概観した。この 3 つ以外
にも、労災補償保険制度（Workers’ Compensation）や、退役軍人のための障が









































て制定された。同法の概要は、以下の通りとなっている（Burkhauser and Daly, 
2002）。
（1）労働市場に復帰した受給者に対して、公的医療保険への加入の継続を認める。




























1982 年の Social Security New Beneficiary Survey を用いて、SSDI 及び SSI
がこの目的をどれだけ果たしているのかを調べている。分析自体は記述的であ
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り、1982 年に SSDI と SSI からの給付を認められた 20 歳から 65 歳の人々のい
る家計について、障がい給付のない状態では、所得水準が貧困線を下回る家計




































通らなかった集団を選んでいる。そして、1972 年の Survey of Disabled and 
































在する（Haveman and Wolfe 2000, p.1024, Table 10）。これらの研究の多くは、最




























1998 年までの CPS データを用いて州レベルの分析を行い、障がい給付の審査
基準が厳格であった 1984 年以前と、審査基準が緩和した 1984 年以降で、州の

















て調べている。TWP 及び EPE は、受給者が働くことに対する限界税率を下
げるため、これらの制度によって労働供給が増えることが予測される。しか




いかを調べるために、Hoynes and Moffitt は数値シミュレーションを行ってい




いる。その結果、TWP や EPE 等の限界税率を下げるような制度のもとでは、
給付を受けない状態から受給者になることで、働く時間を減らしても所得が増









SSDI や SSI ではなく、退役軍人のための障がい補償制度（Veterans’ Affairs 
Disability Compensation Program, 以下、VDC）に注目し、VDC からの給付金が
退役軍人の労働参加率に与える影響を識別しようとする。VDC からの給付金
は、SSDI や SSI と異なり、受給者の労働に条件付けられていないため、それ
が彼らの労働供給に及ぼす影響は、全て所得効果と考えられるのである。
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　Autor and Duggan は、VDC からの給付金を受けることが、退役軍人の労
働参加率にどのような影響を及ぼすかを分析するために、2001 年に行われた
VDC の制度改正を自然実験として利用する。VDC の 2001 年の制度改正では、
ベトナム退役軍人に限り、糖尿病も VDC の給付の対象とすることとなった。














































































1986 年から 1993 年までの SIPP パネルを用いて、ADA の施行前後で、障が
いを持つ人々とその他の人々の雇用率の差及び賃金の差がどのように変化した
か（DD）を推定している。ここで、その他の人々は、障がいを持つ人々の比

















　Acemoglu and Angrist は、拡張されたモデルによるこれらの予測を、1988
年から 1997 年までの CDS データを用いて検証している。検証にあたっては、


















指摘する。そして、1987 年から 1997 年までの CPS データを用いて、この可
能性を検証している。特に、ADA の制定以前から、障がいを持つ労働者に対
する差別を規制していた州（保護グループ〔protection group〕）とそれ以外の州





な DDD を用いた推定によれば、ADA の制定前後で起こった、教育を受けて
いることを理由に働いていない人々の割合の増加の、障がいを持つ人々と持た
ない人々の間での差が、非保護グループにおけるほうが保護グループにおける











得ることのできた参加者の所得増加が年間で 1000 ドルから 2000 ドルと推定さ
れるのに対して、参加者一人当たりの平均費用は 10500 ドルにも及ぶという指






































































が外生的に好況と不況を経験したことを利用した Black, Daniel, and 
Sanders（2002）がある。
（12）Autor and Duggan（2007）の他にも、2001 年の VDC 改革を自
然実験として利用した研究として、障害給付の対象の拡大が、給
付の申請者数にどのような影響を及ぼすかを分析する Duggan, 
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